
評価点：十分に達成できた=４、　概ね達成できた=３、　あまり達成できなかった=２、　達成できなかった=１

領域 実践目標 担当部署
関係する
学校経営
方針

自己
評価

成果 課題 改善策

円滑な学校運営
学校の理念及び基
本方針を理解してい
る。

理念を踏まえて、学校経
営の基本方針を自身の学
校教育活動に反映させ
る。

1

・自分の業務を学校の理念・方針の中
に位置づけている。
・学校の理念・方針を踏まえたうえで、
学習活動のねらいを生徒や保護者に具
体的に説明できる。

全体
Ａ、Ｂ
Ｃ、Ｄ
Ｅ

3.1

・学校グランドデザインに基づき、職員会議や研修
の機会等を通して基本理念・方針の周知を行った。
・生徒が「働く人」になるという自覚が持てるよう、工
夫しながら授業等を展開することができた。

・教職員がより一層学校の理念・方針への理解を進
め、実践に反映できるようになること。
・結果として理念に沿った教育活動ができている
が、さらに意識的に位置付けていくことが必要であ
る。

・学校の理念や方針をよく理解して教育活動にあた
れるよう、研修の機会を持ったり年間を通じて計画
的な授業計画をたてたりする。

働きがいのある
学校づくり

働きがいのある学校
づくりを実践してい
る。

校務・業務の適正化によ
り、生徒と向き合う時間を
確保するとともに働きがい
のある学校づくりに務め
る。

2

・会議や作業の効率化等、業務改善に
取り組み、生徒と向き合う時間を確保し
ている。
・金曜日はおおむね定時退勤をしてい
る。

全体 Ｅ 2.5

・会議の精選、業務の整理や改善に取り組んでい
る。
・毎週金曜日を定時退勤日として設定しており、勤
務時間の適正化について意識することができてい
る。

・会議や業務の整理をさらに進め、効率よく適切な
会議等の運営ができること。
・金曜日の定時退勤を定着させ、ワークライフバラ
ンスについての理解と行動を進めること。

・組織の再編と校務分担について、さらなる見直し
を図る。
・ICTを活用した業務の効率化についても推進す
る。

本校のいじめ防止基
本方針を理解してい
る。

いじめの未然防止を図り
ながら、いじめの早期発
見に取り組むとともに、い
じめを認知した場合は適
切かつ速やかに解決す
る。

3

学校教育活動全体を通じ、いじめ防止
に関する多様な取組を体系的・計画的
に行い、いじめを認知した場合は情報
収集と記録、情報の共有、いじめの事
実確認を迅速に行い、いじめの解決に
向けた組織的な対応ができる。

生徒指導部 Ｅ 3.2

・年間３回、いじめアンケートの実施と分析を行っ
た。中期アンケートでは「CoCoLo-34」を活用し、各
学年ごとの傾向や課題などを明確にすることができ
た。また、その結果を職員会議等で教職員へ周知
するとともに、学年団と生徒指導部が連携して、生
徒情報の共有や対応を行った。

・情報共有は迅速に行うことができたが、具体的な
支援方法や指導内容を全体でも共有できるように
する。
・生徒一人ひとりの特性を理解し、適した指導内容
となるよう、より丁寧な対応をする。

・いじめにつながるような言動を見かけたら、常に学
年や生徒指導部と迅速な情報共有を行うことを心
掛ける。
・生徒について、支援方法や指導にあたっての情報
の共有をより密なものとするため、必要十分な情報
共有のための方法や時間を設定し、きめ細やかな
指導体制を構築する。

本校の危機管理体
制を理解している。

災害時配備体制、防災管
理体制、様々な危機への
対応を整備し、危機管理
意識を向上させる。

4

・危機管理マニュアルや保健のしおりが
適正に保管され、自分の役割や内容は
理解できている。
・避難訓練では自分の役割を遂行でき
る。

総務部
支援・保健部

Ａ、Ｂ
Ｅ

3.2

・危機管理マニュアルや保健のしおりは適正に保管
され、各自の役割が把握できている。
・避難訓練の際には、それぞれの役割に従って、生
徒の安全な避難のために落ち着いて行動すること
ができた。

・新型コロナ感染症流行以降、不審者対応訓練が
できておらず実施の必要性を感じる。
・突然の災害に備える、という観点から、不確定な
要素にも対応できる訓練ができればよい。

・警察等と連携し、不審者対応訓練の実施に努め
る。
・一例として、生徒だけではなく、教職員に対しても
日程等事前の情報を開示せずに始まる避難訓練の
実施を検討する。

合理的配慮の提供
や、生徒一人一人の
教育的ニーズに応じ
た支援を行ってい
る。

合理的配慮の観点を踏ま
え、個別の教育支援計画
を作成し、個に応じた支援
を行う。

1

・保護者、関係機関と連携し、個別の教
育支援計画を作成し、個に応じた支援
を行っている。
・生徒一人一人の環境や障害を考慮
し、カウンセリングや支援会議、関係機
関とのケース会議を通して本人にとって
最適な支援が受けられるようにする。

支援・保健部
Ａ、Ｂ
Ｃ、Ｄ
Ｅ

2.8

・昨年度より新様式となった個別の教育支援計画に
ついて、記入の方法や内容の取り扱いについて検
討し、個々の支援に役立つよう取り組んだ。
・学級担任と保健・支援部とが連携して情報を共有
し、個別のケースに応じて外部機関と連携する等、
本人にとって必要十分な支援となるよう取り組むこ
とができた。

・よりわかりやすく扱いやすい個別の教育支援計画
を作成し、活用できるようにする。
・外部機関等を含む関係者における情報共有は十
分に行うことができているが、より効率的に実施で
きるようにする。

・個別の教育支援計画作成時の不具合や不備な点
等を収集し、効果的なものとなるよう改善に取り組
む。
・一人一人に寄り添った支援を目的とし、丁寧な個
別支援ができるように体制等を見直していく。

生徒一人一人の障
害の状態や発達の
段階、特性を把握し
て個別の指導計画を
作成し、個に応じた
指導を行っている。

個別の指導計画を作成
し、PDCAサイクルによる
評価・改善を行う。

2

・個別の指導計画を計画的に作成でき
るよう記入マニュアルを修正・改善し、
運用している。
・個別の指導計画に基づき適切に学習
評価を行い、学習評価を指導の改善に
生かしている。

教務部
Ａ、Ｂ
Ｃ、Ｄ
Ｅ

2.7

・個別の指導計画の作成に当たって、より判りやす
いものとなるようにマニュアルの見直しや修正を適
宜実施した。
・個別の指導計画を参考にして、定期的に授業を振
り返ることができ、授業内容をよりよくするための
きっかけとなっている。

・個別の指導計画で取り扱うべき内容や目標の立
て方、記述の方法などについての実用的な面に即
して、マニュアルを充実させる。
・生徒や保護者に対しても、判りやすく伝わりやす
い個別の指導計画の作成に取組み、必要に応じて
活用する。

・マニュアルに関しては、修正や更新を随時行い、
その内容を全職員に都度周知する。
・個別の指導計画の作成方法や使用方法につい
て、機会を捉えて検討や研修を行う。

職業自立と社会自立
に向けた教育課程に
基づき、社会のルー
ルやマナーを遵守す
る態度を育てる指導
をしている。

社会人として主体的に生
活を営むことができる力を
育成するための教育課程
を理解し、生徒の卒業後
の生活を見据えた指導を
実践する。

3

・コースの授業を中心に、校外実習等で
社会貢献、自己有用感を高め、社会の
中で生きていく力を育成するための教
育課程を実践している。
・技能検定の取組を通して、段階的に課
題を克服していくことで、生徒の自己効
力感を高めている。
・社会のルールやマナーについて規範
意識を育めるよう、日常の指導に取り組
んでいる。

教務部
生徒指導部

他

Ａ、Ｂ
Ｃ、Ｄ
Ｅ

2.9

・技能検定へ向けた取組みを通して、技能の習得
のみではなく、挨拶や正しい言葉遣い、マナーなど
についても身につけることができた。
・校外での実習等で高齢者施設を訪問する機会を
多く持つことができた。施設に携わる方々との交流
を通じて生徒たちの自己有用感が高まっている。

・コース等の授業において、実技の習得や技術力
の向上とともに、基本的なコミュニケーションを身に
つけ、実践できるようになる。
・自己の成長や評価を振り返るとともに、より主体
的に活動できるように支援や環境の設定をする。

・社会の中で生きていくために身につけたい力につ
いて、教職員間の密な情報共有を基本とし、生徒一
人一人に対して、適切な指導ができるような工夫を
する。
・振り返りの場を設定し、生徒が自分自身を正しく評
価し、改善点を見つけだし、能動的に学習に取組め
るような支援・指導を行う。

職業自立につながる
指導と、関係機関と
の協力体制のもと、
系統的、組織的な進
路指導を行ってい
る。

進路指導計画に基づき、
企業及び関係機関等と連
携を密にした、生徒一人
ひとりの進路実現に向け
た指導と個別の移行支援
計画を活用した引継ぎを
行う。

4

・職業自立につながる指導・支援を、
個々の生徒の特性に応じて継続的に
行っている。
・企業やハローワーク、就労支援機関
等と協力し、就労支援にかかる情報共
有や課題解決のための取組を行ってい
る。
・卒業後、就労等において、必要に応じ
てアフターフォローを行っている。

進路指導部
Ａ、Ｄ
Ｅ

2.9

・自己の得意・不得意について見つめなおし、認識
することで必要な支援を求めたり、目的を達成する
ためにはどのようにすればよいかを教員とともに考
える時間を持つことができた。
・卒業生からの体験談を聞くことのできる機会を設
定し、社会に出て働くことについての具体的なイ
メージを持つことができた。
・卒業生に対し、必要に応じてアフターフォローを
行った。昨年度３月に卒業した卒業生の定着率が
約97％であった。

・進路指導部と関係機関における情報共有は十分
にできているが、生徒や保護者にむけて進路情報
を発信するにあたり、より理解を促すための、工夫
や取組み等が必要である。
・生徒自身が主体的に自己の進路について考え、
選択して行くにあたり、面接についてや履歴書、礼
状の書き方等実践的な分野での取組みも充実させ
る。

・進路情報の発信について、新しく採用されるメー
ル配信システム等を使用することで、電子媒体でも
情報提供が可能となることから、それらを利用して
様々な形態での情報提供が可能となる。
・身近な卒業生や先輩の成功談や失敗談に触れる
ことで、進路選択について、主体的に取り組まねば
ならないものであるとの意識を持たせ、並行してそ
のために必要な書類作成等の知識や技術的な側
面についても習得できるような機会を設定する。

授業等

「主体的・対話的で
深い学び」の視点を
踏まえ、授業力の向
上に努めている。

公開授業や研修会の実施
により、教員の資質・能力
を向上させ、授業の充実
を図る。

5

・公開授業を実施し、授業改善につなが
る校内研修を行うことで、教員の資質・
能力を向上させている。
・授業においてICTの効果的な活用を促
進している。

支援・保健部
Ａ、Ｃ
Ｅ

2.7

・公開授業週間を設定し、特別支援学校であれ高
等学校であれ、関心のある授業をそれぞれ自由に
見学ができる体制を取っている。公開授業での気
づきを教育活動に取り入れている。
・ICTの活用について、画像や動画を効果的に使用
した授業の展開ができている。

・公開授業期間中に他の職務が重なり、期間中に
見学をすることができにくい状況があった。
・ICTを活用した授業の取組みが評価されがちであ
るが、手作りの教材や、実際に物に触れて確かめ
るといった五感の全てに訴えかけるようなアプロー
チが有力な場合もある。

・公開授業週間の見学を一応の期限と決めてはい
るが、高校との話し合いで期限外でも、興味関心の
ある授業に関しては授業見学できるように取り決
め、実践する。
・より効果的なICTの使用については研修の場を持
つ等スキルアップを図るとともに、アナログな手法
が有効な場合があることも踏まえて、単元や生徒に
応じて様々な手法をバランスよく取り入れる。

特別支援学校の
センター的機能の充実

関係機関との連携を
図り、特別支援教育
のセンター校として
役割を果たしてい
る。

地域の特別な支援が必要
な保護者や高等学校等か
らのニーズに応じて、特別
支援教育等に関する相
談・情報提供、助言、研修
を行う。

6

・阪神昆陽高等学校の通級による指導
の打合わせや授業に参加したり、特別
支援教育委員会に出席したりするなど
してサポートを行っている。
・市の巡回相談、校内研修会やケース
会議などを行い、校内支援体制の構築
や支援内容の助言を行っている。

支援・保健部
Ａ、Ｂ
Ｃ、Ｄ

2.6

・担当の教員と協力して阪神昆陽高等学校の通級
による指導に携わり、助言やサポートをすることが
できた。
・特別支援教育のセンター的機能として、地域の学
校への教育相談や巡回相談など、様々な保護者や
高校への支援に精力的に取り組んだ。

・校内外の支援や、会議等の出席が多岐にわたり、
時間の確保や調整が難しかった。
・通級による指導についてや、研修会やケース会議
等で得られる、支援についての様々な知見を全職
員で共有できる機会がもっとあるとよい。

・校内のみならず、巡回相談等の地域支援の需要
が高まっている。担当者間における業務の分担や、
スケジュール管理のための素早い情報共有の手段
等を講じる。
・全体での研修会を持つことに加えて、動画コンテ
ンツ等のインターネットを用いた情報共有ツールの
使用等についても考慮する。

両校が、ともに助け
合って生きていくこと
を実践的に学ぶ機会
を設定している

併設の高校で授業を行
い、本校生徒をはじめ障
害者等の理解・啓発を図
り、ノーマライゼーションの
推進に取り組む。

1

・特別支援教育に関し様々な経験を有
する教員が阪神昆陽高等学校の授業
を行うことで、様々な障害への理解を深
め、共同の学びの充実につながってい
る。
・本校生徒が『ノーマライゼーション』の
授業に参加する機会を設け、交流を通
して互いの理解を深められるようにして
いる。

支援・保健部
担当教員

Ａ、Ｂ
Ｃ、Ｄ

2.8

・ノーマライゼーションやタイプA、美術などの授業
は相互理解に非常に有効であり、同じ空間で両校
の生徒が学ぶ、という貴重な体験ができた。
・特別支援学校と高校との生徒が混在して、自然に
受講しており、共同の学びの成果が感じられた。

・生徒同士の交流が成長を促進するということを
もっと自覚する必要があり、様々な交流を実際に
行っていくことで、その効果を実感できることが必要
である。
・３部の生徒との交流の場があるとよい。

・オリエンテーション等の機会を捉えて生徒、教職員
ともに「交流」に対してより主体的な取組みを心がけ
られるような働きかけができるとよい。

交流及び共同学習を
適切に実施してい
る。

授業、行事等、学校教育
活動の様々な場面で、両
校の生徒がともに活動す
る機会を設定する。

2

・両校で交流及び共同学習推進委員会
を定期的に開催し、共同の学習活動に
ついて情報共有し、課題や解決策を考
えたり、深い学びにつながる交流活動
について検討している。

教務部 Ａ、Ｂ
Ｃ、Ｄ

2.7

・定期的に開かれている交流及び共同学習委員会
の場で、各取組みに対する成果や反省点、今後の
予定等を、関係している教職員全体で情報の共
有、確認をしながら連携している。
・会議の報告や授業参観の機会を経て、今年度交
流の授業を担当していない教員にも交流の意義や
大切さを伝えることができた。

・交流及び共同学習担当の教員だけでなく、全職員
が交流の意義や成果をより身近に感じられるとなお
良い。

・報告やスケジュールの確認に加えて、改善点や成
功例などのエピソード等を全教職員に知らせられる
ように工夫する。
・行事や日常生活で交流する機会を増やすことで両
校の教員と生徒それぞれの接点を作る。

高校・特別支援学校
両校の取組を発信し
ている。

両校の実践を県内のみな
らず、全国へ発信する。

3

・両校の実践についてHPで紹介し、情
報を更新している。
・「SPIRIT」等の記録を作成し配布して
いる。
・各説明会等で、両校の取組を紹介して
いる。

教務部
総務部　他

Ａ、Ｂ
Ｃ、Ｄ

2.8

・HP上の校長ブログで日々両校の取り組みを発信
している。
・１年間の活動の記録を収めた「SPRIT」では学校
行事やカリキュラム等、一年間の取り組みが判りや
すく提示されている。

・校長ブログは頻繁に更新されていて、最新情報を
発信しているが、それのみに頼っているように思わ
れる。

・ブログ以外の媒体による情報発信や、生徒会の活
動など生徒自身からの情報発信についての可能性
を検討する。

人権教育
人権を正しく理解し、
相互に尊重し合う心
を育成している。

人権学習を通じ、共生社
会の実現に向け、人の価
値の平等や異なる価値観
に対する相互理解を図
る。

4

・各種人権課題（障害理解・障害受容、
LGBTQなど）に取り組み、自己肯定感を
育んでいる。
・自己理解、他者理解を深め、多様な価
値観に気づき、自己受容、他者受容の
態度を育んでいる。
・社会における様々な人権侵害や差別
を許さない姿勢を育んでいる。

総務部
Ａ、Ｂ
Ｄ

3.0

・教職員の実体験を通しての学習や道徳の授業で
の取り組みに、生徒は熱心に取り組んでいた。人権
侵害や差別を許さない姿勢が育まれている。
・生徒同士の他者理解において、それぞれの良い
ところに気づき、高め合おうとする姿勢が見られた。

・人権に関する事柄の理解度について、生徒によっ
てはばらつきがあり、深く理解できている生徒もい
れば、多様な価値観や他者（場合によっては自己で
さえも）理解することが難しい生徒もいる。

・一回だけの学習ではなく、繰り返しの学習や多方
面からのアプローチによって、価値観の多様化に気
づいたり、他者受容の態度を育めるように努める。
・様々な人権課題のテーマを多数提示することで、
社会に多くの人権課題が存在することを理解し、そ
れについて考える機会を持つ。

防災教育

防災学習や訓練の
必要性、また防災
ジュニアリーダーの
取組を理解してい
る。

体験的な防災学習を含
め、様々なケースを想定し
た防災学習や防災訓練を
実施する。

5

・地震・火災避難学習及び避難訓練を
行い、生徒の災害への対応力を高めて
いる。
・ハザードマップにより、水害における自
宅の地理的特徴について理解を深める
学習を進めている。
・特別支援学校の生徒が防災ジュニア
リーダーに参加し活動していることを理
解している。

総務部 Ａ、Ｄ 3.1

・防災学習や避難訓練の機会を多く持つことがで
き、防災に対する意識が高まっていると感じる。
・非難訓練を行うごとに、生徒には冷静な対応や行
動が身についてきている。
・防災ジュニアリーダーの活動や発表を通じて、災
害に対する対応力が高まっている。

・家庭と連携した引き取り訓練や地域と連携した避
難訓練等についての取組みも今後必要になってく
るのではないか。
・事前に日時を通知をしてから避難訓練を実施する
場合と、日時を伏せたまま避難訓練を実施する場
合とを設定している。個々の生徒の障害特性を勘
案した際に、訓練の前後にケアが必要となるケース
も見られる。生徒の心理的な負担も考慮しての避
難訓練の実施をする。

・でき得る限り実施可能な状況を考案して、各家庭
や関連機関とも連携をとりながら、実施の方向性を
探る。
・避難訓練の実施に関しては、個々の配慮を必要と
する生徒の実態をよく検討して計画を作成する。日
ごろから生徒情報を職員全体で共有する機会を持
つ。

心と体の学習

心と体の発達に関す
る教育、性教育を重
要課題とし、学校全
体で取り組んでい
る。

思春期の生徒が、望まし
い異性との関係を築き、
妊娠・出産･中絶に対する
正しい知識を身につけ、
自他を大切にする態度を
育成する。

6

・心と体の学習委員会が中心となり、年
間を通して学年ごとに計画的に取り組
んでいる。
・生徒一人一人の実態に応じた適切な
対応ができるよう、性教育やカウンセリ
ングマインド等の研修を行っている。

支援・保健部
保健体育科

他

Ａ、Ｂ
Ｅ

2.9

・保健学習を中心に性教育や健康等について、す
べての学年で計画的に取り組むことができた。
・講師として助産師を招き、性に関する指導・支援
や授業内容についての研修ができた。
・カウンセリングマインドに関する研修を行い、教員
の理解を深めることができた。

・保健学習による年間指導を軸として、日々の教育
活動の中でも、必要に応じて機会を捉えて心と身体
の健康について触れる機会が必要であると感じる。
・生徒の実態や様子を十分に把握するためにも、全
体への講話や指導とともに、生徒一人一人とじっく
りと話をする機会が必要である。
・カウンセリングマインド等の研修を確実に行い、専
門的な知識や新しい知見を取り入れていく必要が
ある。

・心身の健康や性に関する正しい知識が得られるよ
う、保健学習の時間だけに留まらず、HR等でそれら
を話題にしたり一緒に考えたりする時間を設定す
る。必要に応じて、個別に聞き取りをする時間を設
定することも考えられる。
・毎年、研修内容を考え、質の高い研修を計画して
いく。

令和６年度 県立阪神昆陽特別支援学校  学校自己評価シート

評価の観点 行動指標

Ⅰ

理

念

・

経

営

方

針

・

重

点

方

針
危機管理体制の整備

Ⅱ

　

特

別

支

援

学

校

の

役

割

と

校

務

運

営

キャリア教育の推進

Ⅲ

　

課

題

教

育

阪神昆陽高等学校との
連携

個別の教育的ニーズ
に対応した支援・指導

特別支援学校の教育方針

１ 安全安心に学べる学校

２ 授業の充実、個別の指導計画の充実

（１）実態に応じたねらい・目標の明確化・見える化

（２）活動の前には『めあてと活動内容の具体』を示

す

（３）個別の教育支援計画・個別の指導計画の充実

３ キャリア教育・就労支援の充実

４ 合理的配慮の提供

５ インクルーシブ教育システムの構築

（１）阪神昆陽高等学校の通級指導のサポート

阪神昆陽特別支援学校の教育目標

１ 「働く人になる」という明確な意思をもち、社会

的・職業的自立を目指す生徒を育成する。

２ 夢・希望･目標を掲げ、主体的に生活を営むこと

ができる生徒を育成する。

阪神昆陽の理念

阪神昆陽の両校がともに助け合って生きていくことを実践的に学ぶ機会を設定し、

ふれあいを通じた豊かな人間性を育むとともに、社会におけるノーマライゼーション

の理念を進展するための礎となる学校をめざす。

学校経営方針

Ａ 生徒の社会的・職業的自立 を支援するための、職業教育に重点を置く高等部

の特別支援学校として、一人一人の生徒の「生きる力」、すなわち「確かな学力」「豊

かな心」「健やかな体」を育む。

Ｂ 人権尊重の理念に対する理解を深め、生命の尊厳を基盤に、自他に対する肯

定的な態度と共生社会の実現に主体的に取り組む実践力を育成する。

Ｃ 両校は、同一敷地に設置されたメリットを最大限に生かして交流及び共同学習

を推進し、ふれあいを通じた豊かな人間性を育むとともに、社会におけるノーマライ

ゼーションの理念を進展する礎となる学校をめざす。また、両校の実践を県内のみ

ならず全国へ発信する。

Ｄ 学校評議員制度や高校生ふるさと貢献活動事業、心のバリアフリー推進事業な

どを活用して伊丹市池尻地区や尼崎市西昆陽地区など、学校周辺の地域と連携し

た教育活動を推進し、また、近隣の幼稚園、小学校との幼小高連携を通して、地域

に開かれた、地域に愛される学校をめざす。

Ｅ 「教育は人なり」という言葉があるように、両校の教職員は、教育の専門家として

の使命感と高い倫理観を保持し、豊かな人間性の涵養に努める。また、専門性と実

践的指導力の向上や、社会の変化に対応した教育観を培うことをめざして、研究と

修養に努める。


